
○ 平成27年４月より、高等学校の全日制・定時制課程における遠隔授業を正規の授業として制度化し、対面により行う授
業と同等の教育効果を有するとき、受信側に当該教科の免許状を持った教員がいなくても、同時双方向型の遠隔授業を行
うことができることとしている。
○ これまでの取組状況を踏まえ、高等学校段階における遠隔教育の一層の推進を図る観点から、高等学校等におけるメディ
アを利用して行う授業の実施に係る留意事項の改正を行うこととする。

高等学校段階における遠隔教育の推進について（概要）

主な要件・留意事項（改正前） 主な要件・留意事項（改正後）
●修得単位数関係
卒業までに必要な単位数（74単位以上）のうち、
遠隔教育による修得単位数は36単位まで。

●対面授業の必要時間数関係
対面により行う授業を、各教科・科目等の特質に応
じた相当の時間数行うこと。

（例）
・国語総合（4単位）の場合は、4単位時間、
・数学Ⅰ（3単位）の場合は、3単位時間、
・コミュニケーション英語Ⅰ（3単位）の場合は、12単位時間 等

●単位数算定の弾力化
遠隔授業を活用して修得する単位のうち、主として対面
により授業を実施するものは、36単位までとされる単位
数の算定に含める必要はないこととする。
⇒ 卒業までの全ての授業の中で、その一部に遠隔授業
を取り入れることが可能となる。
●対面授業の必要時間数の見直し
年間2単位時間以上を確保しつつ、各教科・科目等の
特質を考慮して各学校で柔軟に設定可能とする。
※1単位科目は年間1単位時間以上でも可

（参考）受信側の体制の在り方に関する実証研究の実施 【令和3年度予算案2.1億円計上※】
●中山間地域・離島等の小規模高校における受信側の教員配置の特例措置・在り方検討
・ 教員の配置に代えて、実習助手や学習支援員などの受信校の身分を有し、安全管理や学習支援等を行うことができる者の
配置をすることを特例的に可能とし、小規模高校の受信側の体制の在り方について実証研究を実施する（13箇所程度）。
※地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネットワーク構築事業（COREハイスクール・ネットワーク構想）


